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一般社団法人ほっぷ定款 
第 1 章  総則 

（名称） 
第１条   当法人は、一般社団法人ほっぷと称する。 
（主たる事務所） 
第２条   当法人は、主たる事務所を愛知県豊橋市に置く。 
  ２   当法人は、社員総会の決議により従たる事務所を必要な場所に置くことがで 
      きる。 
（目的） 
第３条   当法人は、高齢者や養護施設入所者、子育て中の母親の地域社会における環 
      境整備や社会福祉の増進、職業人口の増加に寄与し、また、障がいを持つお 
      子さんへの療育、教育、障がいを持つ方々や高齢者の方々への様々な支援を 
      目的として次の事業を行う。 
  （１）子育てに不安を持つ母親や家族の相談受付及び交流の場を提供する子育て 
     広場事業 
  （２）子育て中の親や高齢者への生活補助サービス事業 
  （３）児童福祉法に基づく障害児通所支援事業 
  （４）児童福祉法に基づく障害児相談支援事業 
  （５）児童福祉法に基づく障害児入所施設を経営する事業 
  （６）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障 
     害福祉サービス事業、相談支援事業及び障害者支援施設事業 
  （７）介護保険法に基づく居宅サービス事業、介護予防サービス事業、居宅介護 
     支援事業、地域密着型サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業 
  （８）発達障がい児の能力開発支援及び各種情報提供並びにイベント開催事業 
  （９）パソコン・語学・音楽・ダンス・絵画・陶芸等、カルチャー教室の運営及 
     び運営支援事業並びに絵画展・芸術展・コンサート等の開催事業 
  （１０）医療、介護、福祉に関するコンサルティング業務 
  （１１）医療介護用品、福祉用具、教室関連商品の企画、開発、輸出入及び販売 
  （１２）各種イベントの企画、制作、実施 
  （１３）インターネットを利用した各種情報提供サービス及びインターネット等を 
      通しての通信販売業務 
  （１４）経営に関するコンサルティング業務 
  （１５）農業経営 

（１６）地域生活支援事業 
  （１７）太陽光発電事業 
  （１８）冠婚葬祭及びレセプションの司会業 
  （１９）冠婚葬祭及びレセプションの司会者の養成、教育、派遣 
  （２０）冠婚葬祭に関する情報提供並びに仲介斡旋 
  （２１）人材教育のための教育事業 
  （２２）人材派遣業 
  （２３）飲食店業 
  （２４）商品の販売 



  （２５）リゾート会員権の販売 
  （２６）海外移住のための情報提供並びに斡旋 
  （２７）講演会、シンポジウム、セミナー等の開催 
  （２８）フランチャイズシステムによる経営及び加盟店に対する指導 
  （２９）暖簾分け事業 
  （３０）営業代行 
  （３１）有料老人ホームの管理・運営事業 
  （３２）鍼灸治療院、接骨院、整体院、あん摩マッサージ指圧の施術所、マッサージ業務営業所

の経営 
  （３３）訪問マッサージ、訪問鍼灸事業 
（３４）その他、当法人の目的を達成するために必要な事業 

 
（公告）  
第４条  当法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法による。 
 

第２章 社員 
（入社） 
第５条  当法人の目的に賛同し、入社した者を社員とする。 
  ２  社員となるには、当法人所定の様式による申込みをし、代表理事の承認を得 
     るものとする。 
（経費等の負担） 
第６条   社員は、当法人の目的を達成するため、それに必要な経費を支払う義務を負 
      う。 
  ２   社員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければなら 
      ない。 
（社員の資格喪失） 
第７条   社員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 
  （１）退社したとき。 
  （２）成年被後見人又は被保佐人になったとき。 
  （３）死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき。 
  （４）１年以上会費を滞納したとき。 
  （５）除名されたとき。 
  （６）総社員の同意があったとき。 
（退社） 
第８条   社員は、いつでも退社することができる。ただし、１ヶ月以上前に当法人に 
      対して予告するものとする。 
 

第３章 社員総会 
（社員総会） 
第９条   当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員総会は、 
      毎年８月に開催し、臨時社員総会は、必要に応じて開催する。 
（開催地） 



第１０条  社員総会は、主たる事務所の所在地において開催する。 
（招集） 
第１１条  社員総会の招集は、理事の過半数をもって決定し、代表理事が招集する。 
   ２  社員総会の招集通知は、会日より１週間前までに各社員に対して発する。 
（決議の方法） 
第１２条  社員総会の決議は、法令の別段の定めがある場合を除き、総社員の議決権の 
      過半数を有する社員が出席し、出席社員の議決権の過半数をもってこれを行 
      う。 
（議決権） 
第１３条  各社員は、各１個の議決権を有する。 
（議長） 
第１４条  社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故があるときは、 
      当該社員総会で議長を選出する。 
（議事録） 
第１５条  社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成し、社 
      員総会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 
 

第４章 役員 
（員数） 
第１６条  当法人に、次の役員を置く。 
   （１）理事  ３人以上１０人以内 
   （２）監事  １人以上３人以内 
 ２   理事のうち１名を代表理事とする。 

（選任等） 
第１７条  理事及び監事は、社員総会の決議によって社員の中から選任する。ただし、 
      必要があるときは、社員以外の者から選任することを妨げない。 
（任期） 
第１８条  理事及び監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のも 
      のに関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 
   ２  任期の満了前に退任した理事及び監事の補欠として選任された者の任期は、 
      前任者の任期の残存期間と同一とする。 
（代表理事の選定及び職務権限） 
第１９条  当法人は、代表理事１名を置き、理事の互選により定める。 
   ２  代表理事は、当法人を代表し、当法人の業務を統括する。 
（役員の報酬等） 
第２０条  役員の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受ける財産上の 
      利益は、社員総会の決議をもって定める。 
 
（監事の職務） 
第２１条  監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより監査報告を 
      作成する。 
   ２  監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業 



      務及び財産の状況の調査をすることができる。 
 

第５章 理事会 
（構成） 
第２２条  当法人に理事会を置く。 
   ２  理事会は、すべての理事をもって構成する。 
（権限） 
第２３条  理事会は、次の職務を行う。 

（１）当法人の業務執行の決定 
（２）理事の職務の執行の監督 

（招集） 
第２４条  理事会は、代表理事が招集する。 
   ２  代表理事が欠けたとき又は代表理事に事故があるときは、各理事が理事会を 
     招集する。 

（決議） 
第２５条  理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過 
      半数が出席し、その過半数をもって行う。 
（議事録） 
第２６条  理事長の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成する。 
   ２  出席した理事及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 

第６章 基金 
（基金の拠出） 
第２７条  当法人は、社員又は第三者に対し、一般法人法第１３１条に規定する基金の 
      拠出を求めることができるものとする。 
（基金の募集） 
第２８条  基金の募集、割当て及び払込み等の手続については、代表理事が決定するも 
      のとする。 
（基金の拠出者の権利） 
第２９条  拠出された基金は、基金拠出者と合意した期日までは返還しない。 
（基金の返還手続） 
第３０条  基金の拠出者に対する返還は、返還する基金の総額について定時社員総会に 
      おける決議を経た後、代表理事が決定したところに従って行う。 
 

第７章 計算 
（事業年度） 
第３１条  当法人の事業年度は、毎年６月１日から翌年５月３１日までの年１期とする。 
（事業計画及び収支予算） 
第３２条  当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日までに 
      代表理事が作成し、直近の社員総会において承認を得るものとする。これを 
      変更する場合も、同様とする。 
   ２  前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、 
      代表理事は、社員総会の決議に基づき、予算成立の日までに前年度の予算に 



      準じ収入を得又は支出することができる。 
   ３  前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 
（剰余金の分配） 
第３３条  当法人は剰余金の分配を行わない。 
（残余財産の帰属） 
第３４条  当法人が精算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、 
      国若しくは地方公共団体、公益社団法人若しくは公益財団法人、又は公益社 
      団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人 
      に贈与する。 
 

第８章 附則 
（法令の準拠） 
第３５条  この定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令によるものとす 
      る。 
 
 
 
 
 
 
この定款は現行定款に相違ない。 
 
令和４年 ５月 ２０日 
 
      代表理事   加藤江依子      理事   加藤歩美 
 
      理事     鈴木陽子       監事   松井利恵 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 


